
指標の達成状況

◆年間をとおして継続的・定期的に会議を開催した。

　本会議　　　　　 20回

　委員会　　　　　160回（常任委員会、議会運営委員会、特別委員会）

　その他会議　　　 36回

◆常任委員会ごとに区民向けの議会報告会を開催したほか、区内学校の生徒との意見交換会を実施した。

実績

必要性・有効性

◆二元代表制のもと議事機関としての機能を十分に発揮するため、円滑な会議開催を継続する必要がある。

◆円滑な議員活動の遂行のため事務局による支援が必要である。


実績

取組内容・実績

◆会議を開催し、区の重要な意思決定に関する事件を議決するとともに区政に対する調査・監視機能を果たした。

◆会議の公開性を担保するため、本会議および委員会の全記録を作成し、区議会ホームページで公表した。

◆議会にかかわる事務を円滑に遂行し、効率的な議会運営を図った。


目標

187 216

目標

実績

190 190

根拠法令要綱
地方自治法、品川区議会会議規則、品川区議会委員会条例、品川区議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条
例、品川区議会における政務活動費の交付に関する条例

目標

会議の開催回数
190

本会議、常任委員会、議
会運営委員会

回数
目標 190

実績 190

２　事業の目的・概要
目的・概要

指標名 単位 区分
令和 4年度

【目的】

◆二元代表制のもと議事機関としての機能を十分に発揮するため、円滑な会議開催を継続して行う。

【概要】

◆本会議、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会、その他各種会議を運営し、議事機関としての議会活動を補佐する。

◆会議の記録を作成し、事件の審議の過程・結果を記録するとともに区民等に情報提供する。

◆区民の声を議会活動に反映させる議会報告会の開催について支援する。

◆政務活動費を支給し、議会活動の活性化等に資する。

◆正副議長の公務支援、議長会・議員関係団体の連絡調整等の業務を行う。

◆議員に対する報酬、費用弁償の支給のほか、議会関係予算を適切に執行する。

３　事業の実績・課題

(2025年度)（達成年度）
指標の定義

(2022年度)

目標令和 7年度令和 5年度 令和 6年度

(2023年度) (2024年度)

総合実施計画

実施計画事業 －

現況 －

必要事業量 －

関連する個別計画等事業期間 ～

１　基 本 情 報

長期基本計画
政策の柱 －

基本的な考え方 －

担当部署 区議会事務局 担当課 区議会事務局 担当係 庶務係

令和 7年度 事務事業評価シート　（令和 6年度実施事業）

小事業名 議会運営費

予算科目
会計 一般会計 議会費

目 議会費 事業 議会運営費

款 議会費 項

５　財務情報
①行政コスト計算書 （千円） ②貸借対照表 （千円）

６　評　価

◆所管評価に同意する。

【評価結果・今後の取組の方向性】

◆Ｂ　継続する事業　　　◆現状維持

【説明】

(1)所管評価

(2)最終評価

◆議会活動の根幹を成す事業であり、円滑な議会運営を行うため引き続き実施する。

◆タブレット端末の活用により審議の一層の充実など議会の機能強化を図るとともに、議会資料の原則電子配付や議員名簿の廃止などペーパ

                                                                                         レス化の推進、また会議の開議時刻の前倒しなど議会運営の効率化と経費の縮減を併せて進めていく。

                                                                                         


特徴的事項

◆人件費比率 (Y=(W+X)÷D)　令和 5年度：85.6%　令和 6年度：85.6%

◆行政費用のうち議員報酬・職員給与費を含む給与関係費の割合が高い。

◆補助費等は主に政務活動費で、残余額返還はあったものの令和5年度と比較し執行率が高かった。

◆固定資産（その他）、減価償却費は令和5年度に実施した登庁表示システム改修に伴うものである。


【評価結果・今後の取組の方向性】

◆Ｂ　継続する事業　　　◆現状維持

【説明】

特別費用 小計 K 0

特別収入 小計 L 0

当期収支差額 N=J+M -671,505 -716,732 -45,227 3,463 -866

特別収支差額 M=L-K 0 3,068 3,068

負債及び正味財産の部合計 V=T+U 4,329

-56,693 -1,526正味財産の部 合計 U -55,167

-719,800 -48,295

3,068 -1,526

0 0 負債の部合計 T=R+S 59,496 60,156 660

正味財産の部 -55,1673,068 -56,693

小計 E

0

金融収支差額 I 0 0 0 退職給与引当金 52,186 52,354 168

0

52,186

行政収支差額 H=E-D -671,505 -719,800 -48,295 特別区債

0 0その他 0通常収支差額 J=H+I -671,505

0

492

52,354 168

0

7,802

21 25 4 固定負債 S

0 0

0 賞与引当金 7,310

0 0

0 0 7,802流動負債 R 7,310

その他 21 25 4

0

還付未済金 0 0

特別区債

0

その他 0

0

0 その他 4,329 3,463

0

-866

行
政
収
入

地方税 0 0

分担金及び負担金 0 0

使用料及び手数料 0

国庫支出金

-866

特別区財政調整交付金 0 0 0 資産の部合計 Q=O+P

0

工作物 0

小計 D 671,527 719,825 48,298 0建設仮勘定

都支出金 0 0 0

4,329 3,463

0

492

0

賞与退職引当金繰入額 X 13,059 7,802 -5,257

インフラ資産 0

重要物品 0

その他 0 0 0

0 0

補助費等 67,151 72,976 5,825 土地 0 0 0

866 866 建物 0 0 0

不納欠損引当金繰入額 0 0 0 0 0

減価償却費 0

0

4,329

0 0

その他 0 0 0

不納欠損引当金 0

3,463 -866

収入未済 0 0 0

39

維持補修費 149 0 -149

1,414

流動資産 O

固定資産 P0

決算額の主な内訳

◆役務費　　　　　　　　16,568千円（定例会・委員会等録音媒体反訳料、タブレット端末通信料他）

◆負担金補助及び交付金　72,667千円（政務活動費、議長会等負担金他）

◆その他　　　　　　　 521,783千円（議員報酬、議員共済給付費負担金他）


効率性

◆議員辞職により報酬に執行残が発生したほか、政務活動費残余額の返還があった。

◆タブレット端末の活用により議会運営の効率化と議会の機能強化、情報伝達の迅速化を図った。

行
政
費
用

給与関係費 W 561,576

扶助費 0 0

46,450608,026

うち委託料 1,375

0 0 0

物件費 29,592 30,155 563

勘定科目  5年度(A)  6年度(B) 差額(B-A)  6年度(B) 差額(B-A)勘定科目  5年度(A)

77.6% 

0 0.0% 

35,297 94.6% 

12,778 97.6% 

計 655,170 619,873 0

その他 534,561 521,783 0

0 0

72,667 0負担金補助及び交付金 93,609

備品購入費 0

20,942

87.6% 

101 99.4% 

0 0.0% 

108 95.9% 

工事請負費 0 0 0

使用料及び賃借料 2,662 2,554 0

16,568 0

1,414 0委託料 1,615

役務費 16,669

201

1,166 80.7% 

予算科目（節）名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

需用費 6,054 4,888 0

執行率

４　予算・決算（概要） （千円）



指標の達成状況

◆議員の調査研究に資するため、図書の収集等を適切に行っている。

◆議員からの調査依頼への対応の内訳（令和6年度実績）は、区役所内への調査が8件、他自治体への調査が12件、その他新聞・インターネッ
ト、書籍等による調査が48件である。

実績

必要性・有効性

◆議会図書室は地方自治法第100条第19項により地方議会に設置が義務付けられている。

◆円滑かつ活発な議員活動の遂行に資するため、今後も引き続き資料収集等が必要である。

実績

取組内容・実績

◆議員からの調査依頼等に適切に対応している。

◆行政・法律等の専門的な分野の図書・資料、他市町村の資料や広報誌などを収集・保管している。

◆議員が自己の議員カードを使用して議会図書室を開錠できるようにすることで、議会図書室のセキュリティの確保と議員による自由な利用
を両立させている。

◆議員の調査研究活動を妨げない範囲で、一般の方への議会図書室開放も実施している。

◆議会図書室は場所に限りがあるため蔵書冊数を増やしていくことはできないが、適時適切な蔵書の更新の実施により質・量ともに十分な蔵
書を揃えており、あわせて法情報総合データベースなどのツールも導入して、議員の調査活動の充実を図っている。

目標

2,600 2,600

調査件数 件
目標 60

実績 92 77 68

60 60

2,600 2,600

根拠法令要綱
地方自治法第100条第19項、品川区議会図書室規程

60

目標

貸出用蔵書数

令和 7年度

議員からの調査依頼件数

令和 7年度

2,600 2,600

60

議会図書室蔵書数 冊
目標 2,600

実績 2,600

２　事業の目的・概要
目的・概要

指標名 単位 区分
令和 4年度

【目的】

　◆議会図書室整備や資料収集、調査等の実施により、議会や議員の調査活動の充実強化を図る。

【概要】

　◆図書の閲覧および貸出

　◆図書の購入・保管等

　　（議会関係図書の購入、法令集等の追録等）

　◆議員からの調査回答

３　事業の実績・課題

(2025年度)（達成年度）
指標の定義

(2022年度)

目標令和 7年度令和 5年度 令和 6年度

(2023年度) (2024年度)

総合実施計画

実施計画事業 －

現況 －

必要事業量 －

関連する個別計画等事業期間 ～

１　基 本 情 報

長期基本計画
政策の柱 －

基本的な考え方 －

担当部署 区議会事務局 担当課 区議会事務局 担当係 調査係

令和 7年度 事務事業評価シート　（令和 6年度実施事業）

小事業名 図書室運営費

予算科目
会計 一般会計 議会費

目 議会費 事業 図書室運営費

款 議会費 項

５　財務情報
①行政コスト計算書 （千円） ②貸借対照表 （千円）

６　評　価

◆所管評価に同意する。

【評価結果・今後の取組の方向性】

◆Ｂ　継続する事業　　　◆現状維持

【説明】

(1)所管評価

(2)最終評価

◆議員が様々な行政課題に対応するために、調査や視察による情報収集が重要な役割を果たしている。今後も議員の活動に有効な各種情報を
提供できるよう議会図書室の充実や情報収集能力の向上に努めていく。

特徴的事項

◆人件費比率 (Y=(W+X)÷D)　令和 5年度：82.4%　令和 6年度：84.9%

◆物件費（一般需用費）のうち法令集等の追録について精査し、図書を充実させた。

【評価結果・今後の取組の方向性】

◆Ｂ　継続する事業　　　◆現状維持

【説明】

特別費用 小計 K 0

特別収入 小計 L 0

当期収支差額 N=J+M -11,738 -13,636 -1,898 0 0

特別収支差額 M=L-K 0 383 383

負債及び正味財産の部合計 V=T+U 0

-7,456 -3,564正味財産の部 合計 U -3,892

-14,020 -2,282

383 -3,564

0 0 負債の部合計 T=R+S 3,892 7,456 3,564

正味財産の部 -3,892383 -7,456

小計 E

0

金融収支差額 I 0 0 0 退職給与引当金 3,414 6,544 3,130

0

3,414

行政収支差額 H=E-D -11,738 -14,020 -2,282 特別区債

0 0その他 0通常収支差額 J=H+I -11,738

0

433

6,544 3,130

0

911

0 0 0 固定負債 S

0 0

0 賞与引当金 478

0 0

0 0 911流動負債 R 478

その他 0 0 0

0

還付未済金 0 0

特別区債

0

その他 0

0

0 その他 0 0

0

0

行
政
収
入

地方税 0 0

分担金及び負担金 0 0

使用料及び手数料 0

国庫支出金

0

特別区財政調整交付金 0 0 0 資産の部合計 Q=O+P

0

工作物 0

小計 D 11,738 14,020 2,282 0建設仮勘定

都支出金 0 0 0

0 0

0

433

0

賞与退職引当金繰入額 X 854 911 57

インフラ資産 0

重要物品 0

その他 0 0 0

0 0

補助費等 0 0 0 土地 0 0 0

0 0 建物 0 0 0

不納欠損引当金繰入額 0 0 0 0 0

減価償却費 0

0

0

0 0

その他 0 0 0

不納欠損引当金 0

0 0

収入未済 0 0 0

0

維持補修費 0 0 0

0

流動資産 O

固定資産 P0

決算額の主な内訳

◆需用費　　　　　　1,836千円（法令集追録、図書購入、月間雑誌・新聞等の購読）

◆使用料及び賃借料　　277千円（法情報データベース利用契約）

効率性

◆議員の調査研究に資するため、資料の収集等を適切に行っている。

行
政
費
用

給与関係費 W 8,816

扶助費 0 0

2,17910,995

うち委託料 0

0 0 0

物件費 2,068 2,113 45

勘定科目  5年度(A)  6年度(B) 差額(B-A)  6年度(B) 差額(B-A)勘定科目  5年度(A)

0.0% 

0 0.0% 

159 93.0% 

0 0.0% 

計 2,272 2,113 0

その他 0 0 0

0 0

0 0負担金補助及び交付金 0

備品購入費 0

0

0.0% 

0 0.0% 

0 0.0% 

27 91.1% 

工事請負費 0 0 0

使用料及び賃借料 304 277 0

0 0

0 0委託料 0

役務費 0

0

132 93.3% 

予算科目（節）名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

需用費 1,968 1,836 0

執行率

４　予算・決算（概要） （千円）



指標の達成状況

◆区議会だよりは議会改革の一環として議員による編集会議（広報会議）で検討、平成30年にリニューアルした。その後も、より幅広い層に
議会に興味を持っていただけるように工夫を重ねている。また区内全戸に配布するなど議会への関心の向上に努めた。

◆区議会ホームページは令和5年度より100以上の言語に対応できる多言語対応を実現させ、インターネット中継も令和4年度より代表・一般
質問等の動画には字幕を付与するなど、多様なニーズに対応できるよう取組を行っている。

◆令和5年度は、区議会議員選挙が行われたことによる注目度の高まりから、区議会ホームページ、インターネット中継ともにアクセス数が
目標値を上回った。一方、令和6年度は区議会議員選挙が行われなかったこともあり、ホームページのアクセス数は目標値に届かなかった。
令和7年度も区議会議員選挙は行われない予定のため、目標値の設定を再検討した。インターネット中継は、令和6年度から開始した定例会開
催ポスター等での周知が功を奏し、アクセス数が目標値を大幅に上回った。

実績

必要性・有効性

◆品川区議会が議会改革において目指す「区民により身近な議会」の実現のためには、議会からの情報発信を充実させることが不可欠であ
る。

実績

取組内容・実績

◆区議会だよりは昭和43年の創刊以来、区議会の活動状況や議決結果などを区民にお知らせするために着実に発行・配布を行い議会広報誌と
して区民に広く浸透している。また、議会改革の一環として区議会議員が区議会だより編集に参加し「見やすい、親しみやすい」誌面を目指
し工夫を重ね、情報発信力の向上に努めている。

◆平成15年に開設された区議会ホームページは、平成28年のリニューアルを経てさらに検索性・視認性が向上しており、区議会の情報にいち
早く容易にアクセスできるツールとして区民に定着している。

目標

448,805 344,716

インターネット中継アク
セス数

件
目標 5,300

実績 6,883 7,826 11,203

5,800 6,300

350,000 360,000

根拠法令要綱

6,800

目標

年度ごとの区議会ホームページアクセ
ス数

令和 7年度

年度ごとのインターネット中継アクセ
ス数

令和 7年度

340,000 340,000

6,800

区議会ホームページアク
セス数

件
目標 340,000

実績 373,775

２　事業の目的・概要
目的・概要

指標名 単位 区分
令和 4年度

【目的】

◆議会の活動状況を広く区民に周知することにより、議会への関心を喚起する。



【概要】

◆区議会だよりの発行〔年6回、定例会号、新年号、臨時会号〕※改選年のみ年7回発行（改選号追加）

◆区議会だよりの配布〔各戸配布（定例会号・臨時会号）年5回（改選年のみ改選号追加で年6回）、

　　　　　　　　　　　新聞折込および駅スタンド配布（新年号）年1回〕

◆声の区議会だより〔デイジー（ＣＤ）版、カセットテープ版〕

◆ＣＡＴＶ議会放映（本会議・予決特総括質疑放映）　

◆ホームページ管理（区議会ホームページ、会議録検索システム、インターネット中継）

３　事業の実績・課題

(2025年度)（達成年度）
指標の定義

(2022年度)

目標令和 7年度令和 5年度 令和 6年度

(2023年度) (2024年度)

総合実施計画

実施計画事業 －

現況 －

必要事業量 －

関連する個別計画等事業期間 ～

１　基 本 情 報

長期基本計画
政策の柱 －

基本的な考え方 －

担当部署 区議会事務局 担当課 区議会事務局 担当係 調査係

令和 7年度 事務事業評価シート　（令和 6年度実施事業）

小事業名 議会広報費

予算科目
会計 一般会計 議会費

目 議会費 事業 議会広報費

款 議会費 項

５　財務情報
①行政コスト計算書 （千円） ②貸借対照表 （千円）

６　評　価

◆所管評価に同意する。

【評価結果・今後の取組の方向性】

◆Ｂ　継続する事業　　　◆現状維持

【説明】

(1)所管評価

(2)最終評価

◆「区民により身近な議会」の実現のため、今後も区議会だより表紙等リニューアルや定例会周知ポスターの電子媒体への掲載、区議会ホー
ムページのトップページのリニューアルなどを通じて、議会情報発信の充実・強化に努めていく。

特徴的事項

◆人件費比率 (Y=(W+X)÷D)　令和 5年度：38.1%　令和 6年度：27.3%

◆区内世帯数増加に伴い区議会だより（全戸配布）の配布数が増加したこと、区議会ホームページのセキュリティ強化等のため改修を行い物
件費が増加した（役務費、委託料）。


【評価結果・今後の取組の方向性】

◆Ｂ　継続する事業　　　◆現状維持

【説明】

特別費用 小計 K 0

特別収入 小計 L 0

当期収支差額 N=J+M -85,685 -74,107 11,578 0 0

特別収支差額 M=L-K 0 678 678

負債及び正味財産の部合計 V=T+U 0

-13,191 -402正味財産の部 合計 U -12,789

-74,786 10,899

678 -402

0 0 負債の部合計 T=R+S 12,789 13,191 402

正味財産の部 -12,789678 -13,191

小計 E

0

金融収支差額 I 0 0 0 退職給与引当金 11,217 11,578 361

0

11,217

行政収支差額 H=E-D -85,685 -74,786 10,899 特別区債

0 0その他 0通常収支差額 J=H+I -85,685

0

41

11,578 361

0

1,612

0 0 0 固定負債 S

0 0

0 賞与引当金 1,571

0 0

0 0 1,612流動負債 R 1,571

その他 0 0 0

0

還付未済金 0 0

特別区債

0

その他 0

0

0 その他 0 0

0

0

行
政
収
入

地方税 0 0

分担金及び負担金 0 0

使用料及び手数料 0

国庫支出金

0

特別区財政調整交付金 0 0 0 資産の部合計 Q=O+P

0

工作物 0

小計 D 85,685 74,786 -10,899 0建設仮勘定

都支出金 0 0 0

0 0

0

41

0

賞与退職引当金繰入額 X 2,807 1,612 -1,195

インフラ資産 0

重要物品 0

その他 0 0 0

0 0

補助費等 0 0 0 土地 0 0 0

0 0 建物 0 0 0

不納欠損引当金繰入額 0 0 0 0 0

減価償却費 0

0

0

0 0

その他 0 0 0

不納欠損引当金 0

0 0

収入未済 0 0 0

815

維持補修費 0 242 242

20,107

流動資産 O

固定資産 P0

決算額の主な内訳

◆需用費　16,183千円（区議会だより印刷、新成人用パンフレット印刷、定例会周知ポスター他）

◆役務費　18,109千円（区議会だより配布、本会議手話通訳委託、会議録検索システムＡＳＰ利用料）

◆委託料　20,107千円（ＣＡＴＶ議会放映委託、ＣＡＴＶ議会放映の手話通訳撮影・編集委託、ホームページ管理運営委託他）

効率性

◆予算に基づき、各事業を適切に行っている。

◆区議会番組放映や映像配信などの関連事業を一括して専門事業者に委託することにより、民間活力を活用し、効率的な事業運営をしてい
る。

行
政
費
用

給与関係費 W 29,844

扶助費 0 0

-11,06918,775

うち委託料 19,292

0 0 0

物件費 53,033 54,157 1,124

勘定科目  5年度(A)  6年度(B) 差額(B-A)  6年度(B) 差額(B-A)勘定科目  5年度(A)

0.0% 

0 0.0% 

2,710 95.3% 

0 0.0% 

計 57,109 54,399 0

その他 0 0 0

0 0

0 0負担金補助及び交付金 0

備品購入費 0

0

99.1% 

703 96.3% 

0 0.0% 

0 0.0% 

工事請負費 0 0 0

使用料及び賃借料 0 0 0

18,109 0

20,107 0委託料 20,295

役務費 18,812

188

1,819 89.9% 

予算科目（節）名 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額

需用費 18,002 16,183 0

執行率

４　予算・決算（概要） （千円）


